
８　その他専門的職業

　 (1)　専門職

① 専門的・技術的職業従事者

総数 女性 男性
女性の
割合

男性の
割合

総数 女性 男性
女性の
割合

男性の
割合

万人 万人 万人 ％ ％ 万人 万人 万人 ％ ％

　平成２年 6,249 2,536 3,713 40.6 59.4 690 290 401 42.0 58.1

　　　７年 6,457 2,614 3,843 40.5 59.5 790 342 448 43.3 56.7

      12年 6,446 2,629 3,817 40.8 59.2 856 381 475 44.5 55.5

　　　15年 6,316 2,597 3,719 41.1 58.9 906 415 491 45.8 54.2

　　　16年 6,329 2,616 3,713 41.3 58.7 920 425 496 46.2 53.9

　　　17年 6,356 2,633 3,723 41.4 58.6 937 431 506 46.0 54.0

　　　18年 6,382 2,652 3,730 41.6 58.4 937 438 500 46.7 53.4

　　　19年 6,412 2,659 3,753 41.5 58.5 938 433 505 46.2 53.8

　　　20年 6,385 2,656 3,729 41.6 58.4 950 443 507 46.6 53.4

　　　21年 6,282 2,638 3,644 42.0 58.0 968 452 516 46.7 53.3

　　　22年 6,257 2,642 3,615 42.2 57.8 986 470 516 47.7 52.3

　　　23年［5,977］ ［2,523］ ［3,454］ ［42.2］ ［57.8］ ［945］ ［436］ ［509］ ［46.1］ ［53.9］

　　　24年 6,270 2,654 3,616 42.3 57.7 1,010 467 542 46.2 53.7

　　　25年 6,311 2,701 3,610 42.8 57.2 1,004 464 540 46.2 53.8

　　　26年 6,351 2,729 3,621 43.0 57.0 1,024 473 551 46.2 53.8

　　　27年 6,376 2,754 3,622 43.2 56.8 1,054 494 560 46.9 53.1

資料出所：総務省「労働力調査」

(注)１．各年、年平均。なお、平成23年の数値は被災３県を除く全国の結果。

  　 ２．日本職業分類の改定（平成21年12月）に伴い、労働力調査においては平成23年から新職業分類により結果を表章している。

　　　　 専門的・技術的職業従事者については分類項目に変更があったため、平成22年以前と同23年以降の比較を行う際には留意

　　　　 が必要。

  　 ３．平成24年から算出の基礎となる人口を、平成17年国勢調査基準から、同22年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基

    　　 準）に切り替えた。この切換えに伴う変動（全国の15歳以上人口で約69万人の増加）のため、平成23年までの数値と同24年以

     　　降の比較を行う際には留意が必要。   　 
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